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障～中間報告が示す道筋  

3社会保障機能強化のための改革  

（3）高齢期の所得保障  

高齢期の所得保障は、自らの勤労所得■財産所得・年金所得の適切な組み合わせが基本に   

なるが、現実には公的年金が高齢期の所得保障の柱となっている。改めて言うまでもなく、公的   

年金制度の長期的な安定一給付水準の確保は重要な課題である。  

①公的年金（基礎年金）の財政方式   

基礎年金制度の財政方式については、平成21年度からの基礎年金国庫負担の1／2への引き  

上げ実施を前提に、基礎年金制度の財政方式について、現行社会保険方式、現行社会保険方  

式の修正案、税方式（複数案）について、客観的・中立的な定量的客観的・中立的な定量的シミ  

ュレーションを実施し、関連資料（バックデータ）とともに公表した。   

建設的な制度改革論議を行うためには、共通の土台となる客観的・実証的データに基づく議  

論が不可欠。このシミュレーション結果がそのような「共通の土台となる基礎資料」として活用さ  

れ、基礎年金の財政方式に関する議論がさらに深まることを期待する。  

②未納問題への対応   

未納はマクロ的には年金財政に大きな影響を与えるものではないが、未納の増加（とそれによ  

る無年金者t低年金者の発生）は、皆年金制度の理念を脅かす大きな問題。未納者の属性を分  

析し、  

・低所得者についての免除制度の積極的活用  

・非正規雇用者・非適用事業所雇用者への厚生年金適用の拡大一雇用主による代行徴収   

一確信的不払者（多くは中高額所得者）に対する強制徴収の実施  

などの属性に対応した実効ある対策を早急に実施することが必要である。  

③無年金・低年金問題への対応   

現行の納付率で将来無年金者が大きく増大することは考えにくいとはいえ、将来にわたって継  

続的に高齢者の一定割合（約2％）の無年金者は発生。未納対策の徹底とともに、最近増加しつ  

つある生活保護受給者の状況にもかんがみ、基礎年金の最低保障額の設定、弾力的な保険料  

追納等の措置を検討すべきである。   



l4j 社 会保障の機  

（中略）   

基礎年金制度については、財政方式を巡る議論があることから、国民会議では、現行社会保険  

方式による場合と税方式による場合のそれぞれについて定量的シミュレーションを行った。中間報  

告でも述べたが、建設的な制度改革議論を行うためには共通の土台となる客観的・実証的データ  

に基づく議論が不可「欠であり、このシミュレーション結果がそのような「共通の土台となる基礎資料」  

として活用され、基礎年金の財政方式に関する議論がさらに深まることを期待するものである。   

平成16年の制度改革の効果により現行基礎年金制度の財政は安定しており、シミュレーション  

結果からは、免除者の増大や納付率低下がマクロの年金財政に与える影響は限定的であることが  

示された。いわゆる未納問題は現行制度最大の問題であるが、それはマクロの年金財政の問題と  

いうよりは、未納の増加（とそれによる無年金者・低年金者の発生）が皆年金制度の理念を脅かし、  

将来の低年金者・無年金者の増大によって国民皆年金制度の本来機能である「全ての国民の老  

後の所得保障」が十全に機能しなくなることがより大きな問題であり、その観点から、非正規労働者  

への厚生年金適用拡大や免除制度の積極的活用などの未納対策の強化、基礎年金の最低保障  

機能の強化等が大きな課題となる。  

（中略）   

これに、基礎年金国庫負担を1／3から1／2に引き上げるために必要な費用を加えれば、埜 

障の機能強化のために追加的に必要な国・地方を通じた公費負担は、その時点での経済規模に  

基づく消費税率に換算して、基石楚年金について現行社会保険方式を前提とした場合には2015年に  

3．3～3．5％程度、2025年に6％程度、税方式を前提とした場合には2015年に6～11％程度、2025  

年で9～13％程度の新たな財源を必要とする計算になる（経済前提Ⅱ－1（医療の伸び率ケース  

①）、医療・介護B2シナリオの場合）。  

（中略）   

社会保障制度を将来にわたって持続可能なものとし、同時に必要な機能の強化を実現していく  

ために、今回のシミュレーションの対象でない障害者福祉等を含め、あるべき給付tサービスの姿を  

示し、それを実現していくための改革の全体像を明らかにしながら、必要な財源を安定的に確保し  

ていくための改革に真剣に取り組むべき時期が到来している。   

速やかに社会保障に対する国・地方を通じた安定的財源確保のための改革の道筋を示し、国民  

の理解を得ながら具体的な取組に着手すべきである。   




